
平 成 ２６ 年 度

決 算 説 明 会

平成２７年６月１日
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本件に関するお問合せ先

株式会社中国銀行 総合企画部 小原・馬越 TEL：086-234-6519、 FAX：086-234-6587
Eﾒｰﾙ：fvbs2960@mb.infoweb.ne.jp

平成２６年度決算概要 平成２７年度見通しと主要施策の取組み状況
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第Ⅰ部

平成26年度決算概要
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23年度 24年度 25年度 26年度

（億円） 前年比 公表比※

 コア業務粗利益 910 859 869 882 13 25
 資金利益 739 720 721 724 3 19
 役務利益 138 135 137 148 11 2
 その他業務利益 32 3 11 10 ▲1 4

 経費（▲表示） ▲576 ▲569 ▲565 ▲572 ▲7 ▲2

 コア業務純益 334 290 304 309 5 22
 ＯＨＲ（％） 63.2 66.2 65.0 64.9 ▲0.1 ▲1.7

 与信費用（▲表示） 87 ▲23 108 ▲2 ▲110 ▲10
 債券売買損益・償却 4 10 ▲16 0 16 3
 株式売買損益・償却 ▲43 ▲14 26 37 11 24
 その他 ▲12 11 19 12 ▲7 ▲1

 経 常 利 益 370 273 441 357 ▲84 40
 特 別 損 益 ▲6 ▲2 ▲2 ▲3 ▲1 2
 当 期 純 利 益 182 169 270 209 ▲61 7

 連結経常利益 396 312 481 391 ▲90 45
 連結当期純利益 190 184 287 247 ▲40 33

平成２６年度の業績 － 決算概要 －

・コア業務純益は、資金利益および役務利益が増加し、前年比5億円の増益。

・金利の低位推移・株式相場の改善により有価証券関係損益は増加したが、前期の多額な与信費用

戻入の反動により、経常利益・当期純利益ともに減益。

※H26.10.30公表利益
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＋3億円

邦貨資金利益

短期運用平残
増加の影響

（注）預金利回りとの利鞘で算出

▲19 +18

外貨資金利益

+4 ＋0

邦貨有価証券平残
増加の影響

預証利鞘縮小の
影響

+8

邦貨貸出金平残
増加の影響

▲34

短期運用利鞘・
スワップ収支の悪化

影響ほか

▲1

+15

+7
+1

平成２６年度の業績 － 資金利益の増減内訳 －

預貸利鞘縮小の
影響

+11
外貨貸出・債券利鞘

拡大の影響ほか

外貨貸出・債券平残
（為替要因含む）
増加の影響ほか

▲4

資金利益

全体

投信解約差益8億円

（前年比▲4億円）

邦貨貸出金 邦貨有価証券 短期運用等 外貨部門
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39,432 40,387 41,895 42,878 43,730 

11,834 11,881 12,635 13,192 13,600 
2,941 3,247 

3,379 3,470 3,026 

0

20,000

40,000

60,000

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

平成２６年度の業績 － 主要勘定 ① 預金・預り資産 －

【預金・ＮＣＤ 平残推移】

・26年度は個人預金・法人預金ともに堅調に推移。

・27年度は、全体では年率は鈍化するが、個人・法人預金は堅調推移見込み。

【参考】預り資産平残の推移
計画

（億円）

54,208 55,516

国内個人

その他

国内法人

＋2.4％

＋0.4％

＋2.4％

＋3.0％

＋1.9％

60,35657,909

＋3.7％

＋6.3％

＋4.3％
＋1.3％

59,541

＋2.3％

＋4.4％

＋2.8％

※公共債は額面ベースの平残。投資信託は純資産ベースの平残。金融商品仲介は取得価額ベースの平残。保険は解約を考慮した平残ベース。

中銀証券は債券・株式・投資信託の末残。

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

（億円） 増減 増減 増減 計画 増減

公共債 4,768 4,419 ▲349 4,013 ▲406 3,486 ▲527 2,995 ▲491
投資信託 2,467 2,181 ▲286 2,137 ▲44 1,968 ▲169 1,925 ▲43
金融商品仲介 1,121 1,447 326 1,441 ▲6 1,734 293 1,765 31

うち、投資信託 68 221 153 478 257 699 221 831 132
保険 2,967 3,275 308 3,388 113 3,423 35 - -

銀行本体 11,323 11,322 ▲1 10,979 ▲343 10,611 ▲368 - -
中銀証券 388 574 186 674 100 931 257 1,090 159
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平成２６年度の業績 － 主要勘定 ② 貸出金 －

78 91 126 222 620 

16,289 15,836 15,783 16,172 16,600 

5,049 5,655 6,103 6,609 6,775 

3,609 3,737 3,826 
4,093 

4,465 

8,421 8,761 9,026 
9,253 

9,470 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

【貸出金 年間平残推移】

その他※１

地公向け

地元事業性※２

個人ローン

都市部※３

37,930

33,477
34,083 34,866

▲2.7％

＋4.0％

＋12.0％

＋1.9％

※１その他 ： 香港支店、非日系、ストラクチャードファイナンスセンター、クレジット当座貸越

※２地元 ： 東京・大阪以外の地区 ※３都市部 ： 東京・大阪

▲0.3％

＋3.0％

＋7.9％

＋2.3％

・25年度をボトムに地元事業性資金は増加に転換。貸出金全体でも4%超の伸び率。

・27年度も地元事業性資金を中心に更なる積み上げを図り、貸出金全体で4%超の年率を目指す。

計画

（億円）

＋2.6％

＋2.5％

＋2.3％

＋4.3％

36,351

＋2.4％

＋2.5％

＋8.2％

＋4.2％
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平成２６年度の業績 － 主要勘定 ③ 有価証券 －

7,851
9,723 11,214 12,878 12,735

6,747
6,692

6,166
5,628 4,750

5,541
4,921

5,324 4,754
3,740

2,925
3,647

4,115 4,690
5,082742

1,070
1,260

1,615
1,810

1,080

1,106
1,178

1,206
1,250

0

10,000

20,000

30,000

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

【有価証券 年間平残推移】

その他証券

外貨外国証券

国 債

社 債

地方債

24,887
27,162

29,367

株 式

＋2,275

▲1,406

（＋1,872）

（▲620）

（▲55）

（＋722）

（＋328）

（＋26）

（▲878）

（＋195）

（＋44）

（▲143）

（＋392）

29,261
＋2,099

（＋1,491）

（▲526）

（＋468）

（＋190）

（＋72）

（＋403） （▲1,014）

（億円）
30,773

＋1,512

（＋1,664）

（▲538）

（＋575）

（＋355）

（＋28）

（▲570）

・26年度は国債に加え、外国債券・投資信託・株式などへの分散投資強化により有価証券残高は増加。
・今後は現在の低金利環境をふまえ、国内債券は超長期国債と日銀当座預金等によるバーベル運用を

実施する。
外国債券は高水準の残高維持。投資信託や株式などは質的向上を図りつつ、残高積み増しを図る。

・相場環境に応じて、ポートフォリオを機動的に調節し、引き続き分散投資の強化を図る。

計画
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1.46
1.37 

1.27

1.17 1.08 

0.26

▲ 0.07

0.31

▲ 0.06

0.05

1.73
1.30 

1.58

1.11 1.13

▲0.50

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

与信費用比率

邦貨預貸利鞘

ネット利鞘

1.03 

0.93 

0.97 0.95 0.92 

0.95 

0.82 

0.76 
0.71 

0.68 

(1.05)

(0.95)

(0.92) (0.92)

3.9
4.1

4.2 4.2

4.6

3.7
4.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

【有価証券利回りとデュレーション】

（％）

【邦貨預貸利鞘、与信費用比率、ネット利鞘】

平成２６年度の業績 － 邦貨主要利回り・利鞘 等 －

（％） （年）

邦貨債券
デュレーション

邦貨有価証券
利回り

邦貨債券
利回り

・邦貨預貸利鞘は縮小傾向が続く。与信費用比率は引き続き低水準で推移する見込み。

・邦貨債券利回りは年々低下基調となるも、株式等を含めた邦貨有価証券利回りでは０．９％台を維持。

（投信解約差損益を除いた

邦貨有価証券利回り）

計画 計画

邦貨債券デュレーション

（日銀当座預金含む）
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4,142 4,085 4,081 4,264 4,218 

4,280 4,182 4,108 4,114 4,052 

966 899 1,077 1,288 1,330 

4,443 4,366 4,440 
5,235 5,264 

0

5,000

10,000

15,000

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

平成２６年度の業績 － 役務利益の増減内訳 －

【役務利益の推移】

・役務利益は預り資産関連を中心に好調に推移し、前年比＋11億円。

・引き続き、預り資産関連業務・投資銀行業務に注力し、好調であった26年度並み水準の維持を図る。

計画

その他

預り資産関連

13,534

14,864

（百万円）

送金・取立

投資銀行業務

13,833 13,709

＋74

▲74 ▲62

＋178

＋175

＋29

＋30

＋42

14,834

＋795

＋6

＋211

＋1,125



1,947 1,728 1,794 1,683 

1,481 1,627 1,232 1,766 

390 261 
288 

294

624 749 1,125 

1,490 

1,210 1,711 
2,272 

2,572 

銀行本体

5,264

証券子会社

2,654

0

2,000

4,000

6,000

8,000

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

平成２６年度の業績 － 預り資産収益の増減内訳 －

・生命保険や金融商品仲介が好調であったことから収益・販売額ともに増加。

・27年度は残高増加により、安定的なストック収益の強化を図る。

（百万円）

【預り資産関連収益の内訳】

6,078
（4,366）

6,712
（4,440）

（542） （621）

投資信託
（うち販売手数料）

生命保険

公共債

金融商品仲介

7,805
（5,235）

証券子会社

7,918
（5,264）

グループ合算
（銀行本体）

（604）

11

（598）

5,654
（4,443）

計画
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平成２６年度の業績 － 経費の増減内訳 －

309 307 310 312 293

73 76 70 73 86

42 35 36 37 23

123 123 122 120 
125 

27 25 24 27 29 

0

100

200

300

400

500

600

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

(24) (24) (24) (20)
(4)

【経費 推移】

（億円）

その他物件費

預金保険料

（うち、退職給付費用）

システム経費

人件費

576 569 559
税 金

（＋5）

（▲13）

（▲19）

（＋13）

・26年度はTSUBASA開発の本格化によるシステム経費増加および人件費の増加を主因に、
前年比7億円増加。

・27年度もシステム経費が増加するが、退職給付費用および預金保険料の減少を主因に前年比13億円減少。

計画

565
（＋2）

（＋7） 572

（＋2）

（＋3）

（▲14）

（▲16）
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▲108

65

▲14

▲61

57

20

▲42
▲39

4

▲94

5

16
1

-150

-50

50

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

その他の与信コスト

一般貸倒引当金繰入

個別貸倒引当金繰入

23

▲108

平成２６年度の業績 － 与信コストの推移 －

▲87

与信コスト ＝ 一般貸倒引当金繰入＋個別貸倒引当金繰入＋貸出金償却＋特定海外債権引当＋債権売却損失引当＋債権売却損－貸倒引当金戻入益

その他の与信コスト＝貸出金償却、特定海外債権引当、債権売却損失引当、債権売却損

【与信コスト 推移】

（億円）

見通し

・26年度の与信費用は低水準に留まった。

・27年度も予想損失率の低下から一般貸倒引当金の戻入を見込んでおり、引き続き低水準の

与信費用となる見込み。

2

▲19
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自己資本の状況（単体）

平成２６年度の業績 － 自己資本の状況 －

【単体自己資本比率（バーゼルⅢ）の推移】

普通株式等
ＴｉerⅠ比率

（億円） 対比

総自己資本 4,306 4,722 416
普通株式等TierⅠ 3,925 4,275 350

うち株主資本及び
新株予約権等

3,795 3,857 62

うちその他有価証券の
評価差額金等

138 470 332

TierⅡ 380 446 66
うち有価証券
評価損益×45％

383 460 77

うち適格引当金が
ELを上回る額

▲ 3 ▲ 13 ▲10

リスク･アセット等 29,035 32,038 3,003

26,107 28,718 2,611

1,019 1,411 392

総自己資本比率 14.83% 14.73% ▲0.10P
普通株式等TierⅠ比率 13.52% 13.34% ▲0.18P

26/3期 27/3期

うち資産（オン・バランス）
項目

うちオフ・バランス取引等
項目

・グランドファザリング解除、相場上昇による株型資産のリスクアセットの増加により、

総自己資本比率・普通株式等TierⅠ比率はともに低下。

総自己資本比率

（％）
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第Ⅱ部

平成２７年度見通しと

主要施策の取組み状況
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26年度 27年度

（億円） 計画 前年比 中計比

コア業務粗利益 882 834 ▲48 3

資金利益 724 688 ▲36 4

役務利益 148 148 0 3

その他業務利益 10 ▲2 ▲12 ▲4

経費（▲表示） ▲572 ▲559 13 ▲6

コア業務純益 309 275 ▲34 ▲3

ＯＨＲ（％） 64.9 67.0 2.1 0.4

  与信コスト（▲表示） 2 ▲19 ▲21 ▲30

  債券 売買損益・償却 0 ▲10 ▲10 0

  株式 売買損益・償却 37 43 6 33

  その他 12 13 1 4

経常利益 357 340 ▲17 64
  特別損益 ▲3 ▲5 ▲2 ▲1

当期純利益（※） 209 225 16 50

（連結 391） （連結 366）

（連結 247） （連結237）

（▲25

（▲10）

平成２７年度業績見通し

利回り低下による資金利益の減少により

コア業務純益・経常利益は減益

前年比変動要因

増益要因

1．与信コストの減少

減益要因

1．利鞘低下による資金利益の減益

2．為替スワップに係わるコストの増加

3．債券売買損益の減少

中計比変動要因

増益要因

1．与信コストの減少

2．株式売買損益の改善

※連結当期純利益は、「親会社株主に帰属する当期純利益」のことを指します。
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26年度 27年度

（億円） 実績 前年比 計画 前年比 中計比

事業性貸出金 22,781 895 23,375 594 765

地元（東京・大阪以外） 16,172 389 16,600 428 365

都市部（東京・大阪） 6,609 506 6,775 166 400

個人ローン 9,253 227 9,470 217 45

地公体向貸出 4,093 267 4,465 372 400

その他 222 96 620 398 281

貸出金小計 36,351 1,485 37,930 1,579 1,491

有価証券 30,773 1,512 29,367 ▲1,406 ▲816

その他市場運用 2,498 1,730 4,348 1,850 3,873

預金、ＮＣＤ 59,541 1,632 60,356 815 74

外部調達（ｺｰﾙﾏﾈｰ＋ﾚﾎﾟ＋日銀） 7,293 2,972 8,476 1,183 4,616

26年度 27年度

（％） 前年比 計画 前年比 中計比

邦貨貸出金 利回り 1.214 ▲0.105 1.124 ▲0.090 ▲0.080

邦貨有価証券 利回り 0.951 ▲0.020 0.922 ▲0.029 0.084

邦貨預金＋NCD 利回り 0.037 ▲0.004 0.037 0.000 0.000

市場金利の低下から
邦貨債券は減少

貸出金・有価証券ともに

利回り低下は継続

地元事業性を中心に
貸出金は増加

平成２７年度見通し － 主要平残と利回り －

・預金は堅調に増加

・外部調達の増加
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営業力強化 （法人） 地元事業性資金

■設備資金ニーズの回復を背景に地元事業性資金は年率2%台で推移。

■これまでの「点」の営業から、「面」の営業へ深化させ、有望マーケットにおける営業基盤を強化。

15,783 

16,172

16,600

25年度 26年度 27年度計画

地元事業性資金平残

地元事業性資金平残は、

中計目標を上回って推移

463 
581 

772 

958 933 
1,093 

24上 24下 25上 25下 26上 26下

地元設備資金新規実行額

エリア戦略

単位：億円

中計目標
15,974

兵庫地区岡山県内
備後地区

広島地区

四国地区

広島地区

市内3か店体制による

ネットワーク構築

兵庫地区

西宮支店を開設し、

店舗網を拡大

（Ｈ27.3新店舗オープン）

1,069 1,120 1,178 

24年度 25年度 26年度

兵庫県内 貸出金平残

年率 2.4% 4.8% 5.2%

1,081 1,110 1,172 

24年度 25年度 26年度

広島市内3カ店 貸出金平残

年率 2.2% 2.6%
5.6%

中計目標
16,235

単位：億円

単位：億円

ラージ層・ミドル層

（成長分野・大口設備等）

スモール層

これまでの取組みに加えて

スモール層向けの活動を強化

単位：億円
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営業力強化 （法人） 成長分野・地方創生への取組み

■成長分野への積極的な取組みにより、資金ニーズの発掘・取込みを図る。

■企業支援・地方創生に対するサポート体制を強化し、地域経済の活性化に取り組む。

成長分野向け融資の取組み

237 240

227 240 
25 40

0

500

1,000

26年度 27年度計画 28年度計画

成長分野向け融資の実行累計額

医療・介護

再生可能エネルギー

アグリビジネス

490

地方創生に対する取組み

地方を創生（地域経済を活性化）

【観光】

【ビジネスマッチング】

営業店

【事業承継】

【アグリ】

【医療・介護】

【総合戦略の策定と実施】
地方が自ら考え、責任をもって推進

地方自治体

【企業立地】

【移住定住促進】

地域に密着して、
連携能力を発揮

当行の基盤地域

所管市町村の
「創生担当」として対応

【創業支援】

【事業再生・経営改善】

【海外展開支援】

本部各部営業店長

外部機関と連携した企業支援の取組み

目標を大幅に

上回る見込み

（億円）

既に目標の
9割を達成

地域開発チーム

創業 成長 成熟 衰退
成長

鈍化

創業支援

成長分野向けサポート

ヘルスケアファンド

アグリサポートファンド

地域中核企業活性化ファンド

おかやま活性化ファンド官民連携した創業支援を実施

日本政策金融公庫、岡山県信用保証協会と
業務提携を締結。

ファンドを通じた企業支援

企業の経営改善支援や
成長支援を行うファンドへ

出資。

約760



713

495
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営業力強化 （法人） 国際業務の取組み

■お取引先の進出が増えている東南アジアへの事務所開設により、サポート体制を強化。

海外ビジネスサポート体制の強化

0

500

26年度 27年度計画 28年度計画

※海外支店を含む

72

223

470

370

536

178

中国

その他

27/3末

1,549先
24/3末

898先

※当行が把握している事業所ベースで集計。

国際業務関連融資 実行累計額

東南アジア

中国

東南アジア

その他

（億円）

 

アジア域外
ニューヨーク
駐在員事務所

シンガポール
駐在員事務所

上海駐在員事務所

香港支店

バンコク駐在員事務所
（27/6月開設）

国名 派遣先

タイ カシコン銀行

イントネシア バンクネガラインドネシア

ベトナム みずほ銀行 ホーチミン支店

■海外トレーニー派遣先

Ｎｅｗ！

※東南アジア：タイ、ベトナム、シンガポール、フィリピン、インドネシア、マレーシア

当行の海外ネットワーク

専門的な研修を受講した「海外ビジネスサポート担当者」を増員し、

お取引先の海外進出を支援。

国際業務に強い人材の育成

東南アジアへのお取引先の進出が増えており、

サポート体制強化のためバンコク駐在員事務所を開設。

海外事務所の開設

26/3末

30名

27/3末

56名

29/3末

100名予定

300

240

海外進出支援関連融資

非日系融資

アジア

南米

その他

（中計目標値）



・団信ラインナップの拡充による商品競争力の強化（Ｈ27/上）

・住宅ローン利用者専用フリーローンの新設

・女性行員の活躍による営業力強化 21
0

5

10

’25/4 '25/8 '25/12 '26/4 '26/8 '26/12

営業力強化 （個人） 若年層～資産形成層

【 若年層 】

【資産形成層】

入学

新社会人

結婚

住宅購入

子供の誕生

将来への投資

個人ローン平残

無担保ローン

■晴れの国カード（電子マネーを活用した地域カード）を活用した地域貢献の取組みをスタート。

■無担保ローンのプロモーション強化により、受付・実行ともに大幅に増加。

取組み施策セグメント

6,000

8,000

10,000

26年度 27年度計画

9,254
9,470

ＨＰ構成と広告戦略を見直し、プロモーションを強化

住宅ローン

アパートローン

無担保ローン

その他

無担保証貸型ローン実行金額

晴れの国カード （H27/3～）

■ＨＰ構成

・外部コンサルの導入

・ユーザーのＨＰ上での行動を調査

結果を踏まえて、ＨＰを一新

Ｈ26/12月見直し後、受付件数は前年比2倍に増加。

住宅ローン

クレジットカードポイントをnanacoポイントに変換し加盟店で利用

・ポイントの地産地消による地域活性化

・地元企業との連携で利用機会を拡大

5/20現在
5,370件受付

プロモーション、HPの見直しにより

大幅増加

■広告戦略

nanaco一体型の電子マネー

発行は銀行業界初の取組み
（億円）

（億円）



0

1,000

2,000

26年度 27年度計画

22

【プレシニア層】

【シニア層】

住宅ローン完済

子供の結婚

定年

セカンドライフ

資産承継

預り資産ストック手数料

預り資産

営業力強化 （個人） プレシニア層～シニア層

1,676

■販売チャネルの拡大・商品戦略の見直しにより、収益力の強化を図る。

■法個一体運営を更に強化し、シルバービジネスを中心に収益機会の拡大を図る。

プライベートバンキングデスク（仮称）の新設（Ｈ27/上予定）

取組み施策セグメント

投資信託

（仲介投信含む）

保険

プライベートバンキング担当事業承継担当

法個一体運営により、シニア層への支援体制を強化

⇒ シルバービジネスによる新たな収益機会の拡大

目的と活動内容

法人オーナーへの本部営業

（事業承継・Ｍ＆Ａコンサル）
個人富裕層への本部営業

（資産運用提案）

・お客さまに対する長期投資の促進

・投信残高増加によるストックビジネス強化

ラップ型投信の導入

商品戦略

営業体制

・保険コールセンター、保険プラザの開設

・「資産運用トレーニングプラザ」による人材育成

・コールコミュニケーションの強化により
顧客コンタクト強化と営業活動の効率化

（百万円）

282
330

0

200

400

26年度 27年度計画

事業承継相談件数

1,471
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人材の活用による組織の活性化

人材育成 （女性の活躍機会拡大）と「ちゅうぎんの心」の浸透

■女性メンバーによるワーキンググループを設置し、女性の活躍できる組織を構築し、組織を活性化。

■「ちゅうぎんの心」の浸透 －お客さまとのWin-Win、仕事を通じた夢の実現、働きがいと成長の場の提供－

■専門部署設立検討による具体的活動の実施。

女性管理監督者数の推移

26/3末 27/3末 29/3末

77

（7）

91

（9）

100人以上

計画

※かっこ書きは管理職の数

多様な人材の活躍機会を拡大

女性活躍に繋がる施策

（女性活躍推進ワーキンググループ Ｈ26.10～）

・男女ともに働きがいのある

職場風土作り
キーワード「創生と継続」

・研修体系の整備

・見える化（制度の徹底）

・両立支援策の拡充

・人事制度の検討

専門部署の設立を検討「ちゅうぎんの心」の浸透

CS

ES ダイバーシティ

ちゅうぎんの心

『ちゅうぎんの心』 ＝ 中国銀行グループ全員の
行動・判断における 「拠りどころ」

お客さまへ

お客さまとのWIN-WIN

会社として
働きがいと成長の場の提供

個として
仕事を通じて夢を実現

「ちゅうぎんの心」浸透に向けたワークショップ（銀行及び関連会社の全役職員向け）

650回開催 参加者数：4,996名（Ｈ26年度実績）

女性

シニア 障がい者

ダイバーシティの推進

活動テーマ

・仕事と家庭の両立支援策の充実

・女性のキャリアアップ

トップ直轄による全体を統括する部署の設立を検討。



179

871

252

0

500

1,000

26年度 28年度計画

経営管理態勢 ローコスト体制の構築と効率的運営

経費削減に向けた取組み

効率的運営に向けた取組み

■経費管理体制の高度化・業務の効率化を進め、戦略的な資源配分を行い営業力・生産性を向上。

ＴＶ会議システム

事務負担の軽減

・管理業務の見直し
・本部集中化 など

コストマネジメント体制

・コストマネジメントセンターによる経費管理体制を構築。

外部コンサルによるアドバイスのもと、経費削減に向けた取組みを実施。

経費削減の進捗状況

業務効率化

「会議」「委員会」のスリム化を検討。生産性の向上に繋げる。

営業店

本部

実績・見込み

計画

セールス時間 20％アップを
目標に、継続的に取組み。

営業力を強化

削減が

具体化

未実現部分の削減具体化を進め、

計画達成を目指す。

24
26年度移行率

10.5%

研修移行率

目標30%

・集合研修、会議だけでなく、情報発信・勉強会など幅広く活用。

（百万円）

経費削減

内容

・システム関連経費の削減

・運営コストの圧縮

・ファシリティコストの圧縮

経営トップによる決算説明

支店間会議

本部からの情報発信

勉強会・研修

コンテンツ数

201個



21,630 
23,046 23,615 

21,500 

3,647 

4,115 

4,669 

5,082 

749 

892 

1,206 

1,450 
1,106 

1,178 

1,206 

1,250 

465 

533 

1,861 4,300 

506

462

416

332

24年度 25年度 26年度 27年度

33,914（単位：億円）

32,976

【市場運用平残計画の前提】
（＋937）

有価証券運用戦略 － アセットアロケーションの状況 ①－

※1：その他：金銭の信託、デリバティブ定期、長期信託受益権、投資事業組合等
※2：円建外債を含む。

部門収益向上に向けた基本運営方針

◇邦貨債券は日銀当座預金含めて金利リスクコントロール実施
外国債券は高水準の残高維持しつつ変動債比率引上げ

◇投資信託・株式などリスク性資産は質的向上、投資ユニバース
拡大や残高コントロールを通じ、インカム・キャピタルゲイン・
評価損益の極大化を図る

◇資金利益減少は強みを活かしたリスク性資産の運用力強化により
カバー。

投資資産別の利回り状況

・「予兆管理能力」向上による機動的「アセットアロケーション」実行
・「運用商品解析、目利き能力」向上による「運用カテゴリー」拡大

0.82% 0.75% 0.71% 0.67%

1.49% 1.43%
1.57%

1.27%

2.03%

4.40%

3.75%

2.82%

2.52% 2.53%

2.81%
2.98%

24年度 25年度 26年度 27年度

計画

邦貨債券

外貨
外国証券※3

投資信託

株 式

※3：外貨外国証券は運用調達スプレッド

内外債券の利回り低下を
株式・投信でカバー

【６０３】

【６２０】
28,105

30,229

【５６３】

【４６６】

計画

低金利下での運用方針

邦貨債券※2
（一部を短期へ

シフト）

外貨外国証券
（高水準の残高
維持・円安効果）

投資信託
（積み増し）

その他※1

株 式
【内、純投資】

（積み増し）

邦貨短期運用
（日銀当座預金の
超過準備含む）

25



出資比率の引き上げ

グループ会社戦略

■ガバナンス体制の強化、連結純利益※の拡大を目的としてグループ内出資比率の引上げを実施。
■グループ会社が提供する多様な業務・機能を活用し総合金融サービス力の向上を図る。

総合金融サービス力の向上

26/3期 27/3期 26/3期 27/3期

中銀カード 80.0 100 .0 55.0 86 .4

中銀アセットマネジメント 79.2 100 .0 55.8 86 .9

中銀リース 47.5 59 .5 36.7 55 .8

中銀保証 75.0 100 .0 62.0 86 .6

中銀証券 100.0 100 .0 100.0 100.0

中銀事務センター 100.0 100 .0 100.0 100.0

ＣＢＳ 100.0 100 .0 100.0 100.0

グループ内出資比率（％） 実質持分比率（％）
会社名

経常利益 当期純利益

中銀証券 証券業務 銀証連携、紹介型仲介業務による高度なサービス提供 877 563

中銀アセットマネジメント 投資運用業務 地銀初の投信子会社として魅力ある投信商品の提供 71 44

中銀リース リース業務 営業エリア拡大、業務の多様化（海外リース等）に対応 720 430

中銀カード クレジットカード業務 クレジット加盟店（晴れの国カード含む）、法人カードの拡大 310 186

中銀保証 信用保証業務 迅速、柔軟な審査で個人ローン増強を支援 1,686 1,033

中銀事務センター 銀行業務受託 営業店事務の集中化促進 40 23

ＣＢＳ 銀行業務受託 銀行からの受託業務拡大 99 58

会社名 主要業務 取組事項
27/3期

銀行本体が営業に

特化できる態勢づくり

グループ総力を結集し、最良のサービスを提供

※会計基準の変更により、27年4月以降、「親会社株主に帰属する当期純利益」に変更

・平成26年度に外部株主からの買取を実施。

・連結子会社7社中6社はグループ内出資比率を100％化。

・平成27年度中にさらなる引上げを実施予定。

・将来的には全社のグループ内出資比率100％化（実質100％化）を目指す。

26

◇増益効果

26年度 27年度

単体 ―
出資比率引上げにより
配当性向を引き上げ。

増益効果＋5億円

連結
負ののれん発生益

25億円計上

少数株主利益（※）圧縮。
増益効果＋3億円

（27年度予想純利益ベース）

※非支配株主に帰属する当期純利益

（単位：百万円）
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安定配当 15.0円

年間配当 18.0円

年間配当 18.0円

総還元率 35%

株主還元

当期純利益 配当総額 配当性向 自己株取得額 総還元率

① ② ②÷① ③ (②+③）÷①

28.3予 225 35.6 18.00円 （9.00円） 15.8% - 35％程度

27.3予 209 35.6 18.00円 （8.00円） 17.0% 実施を公表している額

33億円
32.8%

26.3 270 32.3 16.00円 （7.50円） 12.0% 49 30.3%

25.3 169 28.4 14.00円 （6.75円） 16.8% 23 30.3%

24.3 182 28.1 13.00円 （6.00円） 15.4% 226.6 139.9%

※還元率算出における自己株取得は、株主総会を起点とする1年間に実施したもので算出。

一株当たり配当（中間）

株主還元の状況

■27年度より安定配当18円・総還元率の目安を35％に引上げ、株主還元を拡充。

２６年度の配当予定 ２７年度の配当予想

※当初配当予想より2円の増配予定。

◇安定配当 15.0円 ⇒ 18.0円

【株主還元方針の変更｣

◇総還元率 30％程度 ⇒ 35%程度

現時点での利益予想に基づく配当方針

従来以上に配当重視にシフトすることを検討
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コーポレートガバナンス・コードへの対応について

■ガバナンス体制強化の取組み －執行役員制度の導入を決定－

－役員任期を2年⇒1年へ変更－

－監査等委員会設置会社の研究、社外取締役増員の検討－

■連結ROE5%を目線として、資本効率の改善に取組む。

ＲＯＥ

ガバナンス体制強化の取組み

連結ROE 25年度 26年度 27年度

見通し

単年度ＲＯＥ 6.3% 5.0% 4.5%

3Ｙ 平均ＲＯＥ 5.2% 5.2% 5.2%

5Ｙ 平均ＲＯＥ 3.9% 4.3% 5.0%

◇単年度ROEの低下要因

有価証券の含み益の増加を主因に

純資産が増加するため

・取締役会の活性化および意思決定の迅速化

・執行役員が業務執行に専念・特化することにより、業務執行にかかる機能の効率化および強化
執行役員制度の導入

・経営環境の変化に、迅速かつ機動的に対応可能な経営体制の構築役員任期の変更

・外部監視、監督機能の強化と取締役会の活性化を図るため、導入の研究・検討
監査等委員会設置会社

社外取締役の増員

株主総会

決議後

研究・検討

３Ｙから５Ｙの平均で連結ＲＯＥ５％以上の達成を目指します。今後

３Y・５Y平均のいずれにおいても連結ＲＯＥは５％を上回る水準となる見通し。27年度



本資料には将来の業績に関する記述が含まれております。こうした記述は将来の業績を保証
するものではなく、リスクや不確実性を内包するものです。将来の業績は、経営環境の変化な
どにより、目標対比異なる可能性があることにご留意ください。
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